
 

○
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
八
十
三
号 

法
人
税
法
施
行
規
則

第
四
条
の
二
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き

法
人
税
法
施
行

規
則
第
四
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
要
件
を
次
の
よ
う
に
定
め

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら

適
用
す

 

令
和
六
年
三
月
三
十
日 

厚
生
労
働
大
臣 

武
見 

敬
三 

 
 
 

法
人
税
法
施
行
規
則
第
四
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
要
件 

法
人
税
法
施
行
規
則
第
四
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
要
件

次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も

該
当

 

一 

次
に
掲
げ
る
事
業
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る

 

イ 

国
民
健
康
保
険
法

昭
和
三
十
三
年
法
律
第
百
九
十
二
号

そ
の
他
法
令
の
規
定
に
基
づ
く
法
人
税
法
施
行
令

昭
和

四
十
年
政
令
第
九
十
七
号

第
五
条
第
一
項
第
十
号
ホ
⑴
か
ら
⑷
ま
で
に
掲
げ
る
者

の
委
託
を
受
け
て
行
う
事
業 

 



 

ロ 

保
険
者
等
の
委
託
を
受

保
険
者
等
が
実
施
す
る

に
規
定
す
る
保
健

事
業
等

必
要
な
援
助
を
行
う
事
業 

ハ 

保
険
者
等
の
委
託
を
受

情
報
通
信
の
技
術
の
活
用
に
よ
る
保
険
者
等
の
業
務
運
営
の
効
率
化
の
推
進
の
た
め
に

行
わ
れ
る
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
情
報
通
信
機
器
の
導
入
を
支
援
す
る
事
業 

ニ 

イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
事
業

保
険
者
等
の
委
託
を
受
け
て
行
う

び
福
祉
に
関
す
る
事
業
で

次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
も
の 

⑴ 
保
健

び
福
祉
に
関
す
る
事
業
に
利
用
す
る
た
め
に
開
発
さ
れ
た
電
子
計
算
機
そ
の

他
の
情
報
通
信
機
器

以
下
同

用
い
て
行

 

⑵ 

当
該
事
業
の
委
託
の
対
価
の
額
に
特
定
情
報
通
信
機
器
の
開
発
又
は
維
持
に
要
す
る
費
用
に
充
て
る
た
め
の
金
額
が

含

 

ホ 

イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲

保
険
者
等
の
委
託
を
受
け
て
行
う

び
福
祉
に
関
す
る
事
業
で

行
う
べ
き
事
業
と
し
て
厚
生
労
働
大
臣
が

認
め
た
も
の 



 

二 

受
託
事
業

前
号
イ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
事
業
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の

当
該
事
業
を
合
理
的
に
区

分
し
た
後
の
も
の

以
下
同

の
委
託
の
対
価
の
額

当
該
受
託
事
業
に
従
事
す
る
職
員
に
係
る

国
民
健
康
保
険
法
第
八
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
国
民
健
康
保
険
診
療
報
酬
審
査
委
員
会

同
法
第
四
十
五
条
第
六
項
の

規
定
に
よ
り
連
合
会
が
診
療
報
酬
請
求
書
の
審
査
に
係
る
事
務
を
同
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
法
人
に
委

託
し
た
場
合

当
該
診
療
報
酬
請
求
書
の
審
査
を
行
う
者
を
含

の
運
営
に
必
要
な
費
用
そ
の
他
の
当
該
受

託
事
業
に
必
要
な
費
用

次
の
イ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
費
用
で

当
該
受
託
事
業
に
係
る
も
の
を
含

の
額

以
下

か
ら
国
又
は
都
道
府
県
か
ら
の

の
利
子
そ
の
他
の
収
入
金
及
び
当
該

受
託
事
業
を
行
う
各
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
の
剰
余
金
の
合
算
額
を
控
除
し
て
得
た
額
以
下

 

イ 

当
該
連
合
会
の
財
政
の
安
定
化
を
図
る
た
め
の
積
立
金
の
積
立
て
に
要
す
る
費
用 

ロ 

当
該
各
事
業
年
度
の
退
職
給
付
引
当
金
に
充
て
る
た
め
の
積
立
金
の
積
立
て
に
要
す
る
費
用 

ハ 

建
物
そ
の
他
の
減
価
償
却
資
産

法
人
税
法

昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号

第
二
条
第
二
十
三
号
に
規
定
す
る
減

価
償
却
資
産

以
下
同

の
取
得
に
充
て
る
た
め
の
積
立
て
に
要
す
る
費
用

建
物
そ
の
他
の
減
価
償
却
資

産
に
係
る
法
人
税
法
施
行
令
第
四
十
八
条
の
二
第
一
項
第
一
号
イ
⑴
に
掲
げ
る
定
額
法
又
は
同
号
イ
⑵
に
掲
げ
る
定
率
法



 

同
令
第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
イ
⑵
に
掲
げ
る
旧
定
率
法
を
含

に
よ
り
算
出
し
た
当
該
各
事
業
年
度
の
減
価

償
却
費
に
相
当
す
る
金
額

各
事
業
年
度
の
減
価
償
却
費
と
し
て
計
上
さ
れ
た
金
額
を
除

を
超
え
な
い
額
に

限

 

ニ 

電
算
処
理
シ
ス
テ
ム
の
更
改
を
行
う
各
事
業
年
度
ま
で
の
間
積
み
立
て
る
当
該
更
改
に
要
す
る
費
用

ハ
に
該
当
す
る

費
用
を
除

に
充
て
る
た
め
の
積
立
金
の
積
立
て
に
要
す
る
費
用 

ホ 

特
定
情
報
通
信
機
器
を
活
用
し

保
険
者
等
に
よ
る

び
福
祉
に
関
す
る
給
付
そ
の
他
の
費
用
の
負
担
に

審
査
及
び
支
払
を
行
う

こ
れ
ら
に
附
帯
す
る
業
務
を
含

の
高
度
化
及
び
効
率
化
の
た
め
に
必
要
な

費
用
に
充
て
る
た
め
の
積
立
金
の
積
立
て
に
要
す
る
費
用 

三 

各
事
業
年
度
に
お
け
る
当
該
受
託
事
業
の
保
険
者
等
か
ら
の

そ
の
他
の
当
該
事

業
の
委
託
の
対
価

以
下
同

係
る
収
入
金
額
が
当
該
各
事
業
年
度
の
当
該
受
託
事
業
の
必
要
費
用
額
を
超

え
る
場
合

当
該
各
事
業
年
度
の
翌
事
業
年
度
の
当
該
保
険
者
等
か
ら
の
手
数
料
等
を
減
額
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る

 

四 

前
二
号
に
掲
げ
る
事
項

各
事
業
年
度
に
お
け
る
当
該
連
合
会
の
総
会
の
議
決
を
経

 


